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研究成果の概要（和文）：　本研究により、地域の重点（安全）課題を明らかにするための診断方法及び対策による変
化（成果）の測定・評価のモデルが構築できた。
安全診断は、２段階から構成される。まず、地域の重点課題（領域）を設定である。地域のあらゆる安全について検証
し、重点課題（領域）を整理するためのマトリックスを設定した。続いて、設定された重点課題について具体的な対策
を導くための４ステップを設定した。取組みによる効果の測定・評価については、「活動」「短期」「中期」「長期」
と取組みを進めるにしたがって住民レベルで行える評価指標の枠組みを設定した。
この地域診断・評価測定のモデルについては、すでに国内の15自治体で導入されている。

研究成果の概要（英文）：This study has achieved the establishment of a model with which communities can 
identify the priorities for safety promotion and assessments of their efforts.
For the identification of the priorities, there are two phases; the first phase makes the communities set 
up the priorities among the safety issues. The matrix was established to lead the communities in this 
phase. For the second phase, the four steps was set up to lead the teams consists of representatives from 
different fields, organizations to planning of programs and assessment.For the assessment of the 
programs, the frame has been established with 4 steps; activities, short-term (knowledge), mid-term 
(behavior), long-term (situations). This frame was developed with the consideration of capabilities of 
the communities.
To the present, this model is introduced at the 15 communities which are working on Safe Community 
programs.

研究分野：地域政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)包括的な安全対策の必要性 
我が国は、世界的に高い安全水準で知られ
ている。その背景には、警察、消防、市役所・
町村役場といった組織ごと、また分野ごとの
統制された取組みと自治会など地域レベル
での互助機能が大きく貢献してきた。にもか
かわらず、近年ではこれまでの安全神話が崩
れ始め、安全に対する不安が高まっている。
そのようななか、近年、世界規模で広がって
いる「セーフコミュニティ（SC）」という安
全・安心なまちづくりへの関心が高まってい
る。2010 年の時点で約 200 のコミュニティが
SC 認証を受けており、加えて 200 ほどのコミ
ュニティが認証にむけて取組んでいた。我が
国においても、その関心は 2008 年 3 月に亀
岡市が日本で初めて SC として認証されて以
来高まっており、導入する自治体も増えてい
る。SC では、心身の傷害を健康課題ととらえ
ており、それが予防できる安全な生活環境を
構築することは健康増進に寄与するという
公衆衛生の視点から始まった。しかし、「地
域」という単位の安全を向上させるためには、
特定の領域・分野の安全だけに着目するので
はなく、多様な領域（交通政策、犯罪予防、
災害・危機管理、福祉、虐待対策など）の安
全が総体的に底上げされる必要がある。 
 
(2)限られた先行研究と包括的な安全対策の
測定・評価における課題 
このような状況から、SC は、公衆衛生の域
を越えた「安全なまちづくり」という包括的
な活動となった。しかし、SC 研究に関しては、
依然として保健課題としての傷害予防に関
するものが主流である。そこで、本研究の前
段階として、21～22 年度の科研費研究では、
以前から必要とされていた政策的視点から
の研究に着手し、地方分権が進む我が国にお
いて、SC を導入することは、地方自治体に求
められている「ソーシャル（ローカル）ガバ
ナンス」のモデル構築に貢献することを明ら
かにした。しかし、この包括的な「安全なま
ちづくりの仕組み」を有効に機能させるため
には、次のステップとして、その仕組みがど
の程度効果的であるか（安全を向上させてい
るか）をみていくことが必要であった。 
 地方公共団体においては、安全にかかわる
取組みの成果を確認するに当たっては、担当
部課や事業単位での事務事業評価がある。し
かし、効果的な事業運営よりも「いかに予定
通りに事業を行ったか」「今後も引き続き実
施が必要である」ことを説明することが前提
となっている。また、地域組織や個人におい
ては、「活動」自体が目的化しており（手段
の目的化）、成果を確認していない場合もあ
る。そのため、地域（コミュニティ）単位で
の安全状況の把握やそのための対策に対す
る多面的多層的な成果の測定・評価は難しい。 
 
 

(3)包括的な安全研究の必要性 
そのような状況から、地方自治体などから
は、犯罪や災害など分野に限定しない「包括
的な安全」の向上に関する取組の方策の確立
が求められている。また、安全に関する多様
な領域の研究者の間でも、他分野（領域）と
の重なりを認識し、連携することによる研究
への相乗効果が期待されている。 
 
２．研究の目的 
本研究の先行研究においては、分野横断的
な協働による安全なまちづくり「セーフコミ
ュニティ（SC）」を事例にソーシャルガバナ
ンスの仕組みの形成に焦点を当て研究を進
めている。これまでの研究ではその仕組みの
「形成」に焦点を置いてきたことから、次の
ステップとしてその形成されたその仕組み
がいかに機能しているかをみるための測
定・評価に焦点を当てる。具体的には、SC の
必要条件である分野横断的な協働の仕組み
（ソーシャルガバナンス）の導入およびその
機能の成果を測定するため、安全状況及び SC
に基づいた対策の成果を測定する指標の「モ
デル」を構築する。この SC については、海
外において不慮の事故・傷害の減少という視
点からすでに一定の成果（安全性の向上）が
認められている。しかし、傷害や事故の件数
だけでは「安全」の状況及びその変化を測定
するには限界がある。私たちの生活における
「安全」は多様な領域にわたり、その程度も
さまざまである。そこで、まず安全を SC が
定める「８領域（表 1 参照）」に準じて分類
し、それにそって安全（客観的安全・主観的
安全）を測定する「物差し」となる条件の検
討と指標の一モデルの構築を目指す。そして、
現行研究から続く一連の研究成果を示すこ
とによって、多様な領域が連携して「ソーシ
ャルガバナンスを基盤とする包括的安全」の
研究を進めていくための「青写真」を示す。 
 
表１ SC が定める安全対策領域（８領域） 
大分類 小分類 

不慮 の 
要因 

①家庭  ②学校 
③職場  ④余暇・スポーツ 
⑤交通  ⑥災害等 

意図的
な要因 

⑦自傷及び自殺、 
⑧犯罪や虐待 

 
３．研究の方法 
本研究は、３つの段階（「現状把握」、「指
標モデルの検討」、「指標モデルの試行」）か
ら構成される。 
まず、23 年度は、「現状把握」として安全
状況を示す各種統計等のデータの収集及び
幅広く指標に関する先行研究を行う。また、
地方自治体における安全政策関連の評価の
方法に関する情報収集を行った。 
続いて 24 年度には、指標モデルの開発を
行った。まず、前年度に行った情報収集およ
び先行研究の調査結果を基に事例研究を行



った。その上で、我が国の実情に合い、かつ
地域レベルでの導入が可能な指標モデルの
検討を進めた。 
25 年度は、引き続き、評価方法の整理を行
い、SC 活動の指標についてその項目の検討を
進めた。24 年度、25 年度の取組みは当初の
想定よりやや遅れたため、1 年間の延長を申
請し、26 年度に、指標モデルを取りまとめ、
SC に取り組む自治体において試行し、その結
果を踏まえて「包括的な安全状況及び対策の
成果測定・評価指標のモデルを構築した。 
 
表２ 研究のスケジュール 
 研究の流れ 
23 年［データ調査、先行研究の調査］ 

４～６月 A．各種データの収集準備 

７～９月 
B.外傷・事故関連統計データの
収集と整理 

10～12 月 C.安全・安心の状況診断及び取 
組み評価に関する先行研究
の調査 １～３月 

24 年［指標モデルの開発］ 

４～６月 
D.事例研究（国内） 
国内の自治体の事例研究 

７～９月 D.事例研究（海外） 

10～12 月 E.安全状況診断手法の整理 

１～３月 F.測定・評価方法の整理 

25 年［指標モデルの構築］ 

４～９月 F.測定・評価方法の整理 

９～３月 G.指標モデル案の検討 

25 年［指標モデルの構築（続き）］ 
→［コミュニティ（市町村）における試行］ 

４～８ 月 H.指標モデル案の試行 

９～12 月 I.指標モデル案の評価・修正 

１～３月 J.とりまとめ 

 
４．研究成果 
 本研究により、コミュニティ（市町村及び
その一部保地域）における重点（安全）課題
を明らかにするための包括的安全診断およ
び対策による変化（成果）の評価方法につい
てモデルの構築することができた。それらは、
図１の安全向上に向けた取組みのプロセス
の「See」及び「Check」の部分に相当する。 
「See」は、地域の安全課題を明らかにする
ための包括的な地域（安全）診断であり、そ
の結果は、その後の取組みの成果を見ていく
際のベースラインでもある。 
「Check」は、「See」の結果明らかになっ
た地域課題に対する介入の結果、どのような

変化がもたらされたのかを確認するアセス
メントである。 
 
図１安全向上対策のプロセス 
（See Plan Do  Check  Act/Action） 

 
⑴安全診断（地域診断） 
地域の安全診断の方法は、これまで各コミ
ュニティが既存の統計資料等を集めて独自
に行ってきたが、本研究では、下記の通りそ
のモデルを設定した。 
まず、２ステップを設定した。まず、最初
のステップとして、地域の重点課題（領域）
を設定する。地域のあらゆる安全課題につい
吟味し、各重点課題（領域）でより具体的な
取組みを展開するためにワーキングチーム
を構成する。 
その際に下記のマトリックスを用いる。こ
の各セルにおいて、どのような安全課題があ
るか、そしてどのような対策がなされている
か、を整理したうえで、地域としての重点課
題を設定する。その、重点課題に対してワー
キングチームを設置する。 
 
表３ 重点課題確認のためのマトリックス 
 子ども 青年 成人 高齢者 

不慮の

要因 

家庭     

学校     

職場     

公共・交通     

余暇     

災害     

意図的

要因 

自損・自殺     

暴行・虐待     

 
ワーキングチームは、表４のステップで作
業を進め、解決すべき課題（問題点）と対策
を設定する。 
表４ ワーキングチームでの安全診断 
 活動 データ 

作業１ 
経験等から見える課題
の整理（主観的課題） 

定性 
データ 

作業２ 
統計等から見える課題
の整理（客観的課題） 

定量 
データ 

作業３ 
既存の取組・対策の 
整理 

- 

作業４ 
取組むべき重点対策の
設定 

- 

Plan

計画

Do

実践

Check

評価

Act/Action

改善・軌道修正

See

地域診断



 
⑵対策評価 
安全診断によって明らかになった課題(問題
点)に対する介入に対しては、評価モデルを
構築した。従来から様々な評価方法があるが、
SC の取組みは住民レベルで行うことが可能
であることが重要であることから、表５のよ
うに「活動」「短期」「中期」「長期」と取り
組みを進めるにしたがって行える評価指標
を設定した。 
 
表５ 指標モデル 
 指標名 測定項目 

段階１ 活動指標 
活動内容・プロセス・
体制等 

段階２ 短期指標 
取組みによる認識・知
識の変化 

段階３ 中期指標 
取組みによる行動・態
度の変化 

段階４ 長期指標 
状況（傷害件数等）の
変化 

 
その評価の流れは、図 2の通りである。 
 
図２ 評価の流れ 

 
 
この地域診断と成果測定評価のモデルに
ついては、セーフコミュニティの研修会等や
講習会・研修会を通して広く紹介されており、
現在、日本において SC に取り組む 15 の自治
体すべてにおいて導入されている。 
本研究を開始した際にすでに SC に取り組
んでいた自治体においては、取組みの成果を
確認するために「Check」の部分、つまり取
組の成果の確認に相当する部分を導入して
いる。一方、本研究開始後（2011 年以降）に
SC に取り組んだ自治体においては、重点課題
を整理するための地域（安全）診断から導入
し、地域診断の結果をもとに重点課題を設定
している。また、取組みの企画（Plan）の際
には、地域診断の結果を参考にして成果の測
定と評価の枠組みを設定し、取組みの進捗に
そってアセスメントを行っている。 
これら自治体における実践を参考に安全
診断及び取組み評価のモデルは改善されて
おり、その一連の成果については、報告書に

まとめている。 
また、この安全診断と取組み評価のモデル
については、SC の学校版であるセーフスク
ール(International Safe School)においても適用
されており、現在約 20 の保育所・小学校・
中学校・高等学校が SC を進める中で本モデ
ルを活用している。 
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